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01/ 会社概要

ミ ッ シ ョ ン

事 業 / ビ ジ ネ ス 概 要

取 扱 商 材

競 争 優 位 性 ① ス ト ッ ク 収 益 に よ る 安 定 収 益 の 積 み 上 げ

競 争 優 位 性 ② 変 化 す る 市 場 環 境 へ の 対 応 力

競 争 優 位 性 ③ 拡 大 の た め の パ ー ト ナ ー 開 拓 ・ 支 援 の ノ ウ ハ ウ

競 争 優 位 性 ④ 実 力 の あ る 人 材 が 活 躍 で き る 制 度

会 社 概 要



ミッション

4

オフィスと生活に新たな未来を。

私たちは、「提案力」「技術力」「サポート力」の3つの強みで、情報通信システム、

セキュリティシステム、インターネット環境、省エネルギーサービス等のご提案を行

い、お客様の見えない課題を見つけ出して解決します。

オフィスのインフラを支え、安心で快適な生活環境づくりに貢献すること、それが私

たちエフティグループの使命です。



01/ ストック商材の事業・ビジネス概要
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- 環境商材などの継続率が高く、定期的な収入の見込める自社商材を提供
- 販売の多くは、パートナーによる販路が占める

03/ 環境商材

節水装置 / LED照明レンタルなど

01/ インフラ商材

小売電力 / 光回線 / UTMサーバーなど

02/ 集客商材

LINE集客支援 / SNS促進支援など

継続率
の高い

ストック商材

パートナー

パートナー数

119社

パートナーによる獲得比率

99％

顧客

法人顧客数

7.7万社

個人顧客数

17.8万人



02/ ショット商材の事業・ビジネス概要
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- NTT社のパートナーとして、通信商材を展開

顧客

法人顧客数

9.2万社
パートナー

パートナー数

129社

パートナーによる獲得比率

34％

NTTグループ

売上
の大きい

ショット商材

年間取引高

8年連続1位

※2020年度時点

NTT東西

特約店第1位に贈られる
ベストパートナー賞

8年連続1位

ビジネスホン販売賞
IT関連商材賞
複合機販売賞

※2020年度時点

NTT東日本

2020年度
情報機器特約店

第2位

優秀賞
データ系商材販売賞

複合機販売賞
ビジネスフォン販売賞

専売店舗推進賞
※2020年度

NTT西日本
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競争優位性① ストック収益による安定収益の積み上げ
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ストック売上の推移

百万円

全体売上の

53.8%が

ストック収益に

ストック収益とは？

お客様に継続して提供するサービスによる毎月の利用

料等から、サービス提供にかかる原価・費用等を除い

た利益です。

安定性について

エフティグループのストック収益は、光回線や小売電

力などのインフラに関わるサービスによるものです。

そのため、解約されづらく、継続の長さも安定性の一

つになっています。

- ストック収益の拡大方針。売上全体の50%以上に増加。



競争優位性② 変化する市場環境への対応力

8

2013

2016

2020

2021

なぜ対応していけるのか？

法人顧客17万社、個人顧客17万人の顧客基盤を有しており、定期的な

サポート体制やパートナーとの連携により、いち早く顧客の「ニー

ズ」を把握できる体制を構築しています。

顧客

法人顧客数

17万社

個人顧客数

17万人

サポート

ニーズ

パートナー

パートナー数

248社

東日本大震災後の節電需要の
増加に伴い

LED照明の販売開始

累計出荷数

321万本

※2021年12月時点

・・・

電力自由化に伴い、

電力小売事業に参入

顧客数

19万件

※2021年12月時点

・・・

コロナ拡大に伴い、

空気浄化装置の販売開始

累計販売数

3,181台

※2021年12月時点

・・・

市場環境や顧客ニーズに合わせた

新ストック商材の企画・開発を継続



競争優位性③ 拡大のためのパートナー開拓・支援のノウハウ
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パートナー開拓・支援の強み
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パートナー数の推移
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パートナーによる獲得数 自社による獲得数

自社・パートナーによる獲得数推移

「商材・サービス」だけではなく、「販売していくための仕組みやノ

ウハウ」を有していることが、パートナー数の拡大に寄与しています。

また、自社で実践した販売のノウハウをリアルタイムに共有する仕組

みによって、年々パートナーによる獲得比率が増加傾向にあります。

パートナー

パートナー数

248社

商材・サービス

販売のための仕組みやノウハウ
※営業研修やノウハウ共有など

単位：社

単位：件



競争優位性④ 実力のある人材が活躍できる制度

01/一般社員

02/リーダー

03/マネージャー

04/独立

- 結果を出した優秀な人材を評価する制度により、実力のある人材がステップアッ
プしやすい環境を構築しています。

エフティグループの人事制度

結果を出した人材を積極的に評価し、責任者として輩出する

人事制度を運用しています。

そのため、優秀な人材ほど任される範囲も広くなり、より大

きな成果が出しやすい仕組みになっています。

最終的には、パートナーとしての独立も支援しています。
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会社概要
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会社名 株式会社エフティグループ

本店所在地 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号

設立日 1985年8月1日

代表者名
代表取締役会長 畔柳 誠
代表取締役社長 石田 誠

資本金 1,344百万円 ※2021年12月31日現在

従業員 連結777名 ※2021年12月31日現在

拠点
直営営業サービス 21拠点
フランチャイズ店 38拠点
コールセンター 5拠点

●直営営業サービス

21拠点 ●フランチャイズ店

38拠点
●コールセンター

5拠点



02/ 2022年3月期トピック

ス ト ッ ク 売 上 が 順 調 に 増 加

電 力 調 達

子 会 社 株 式 を 譲 渡

東 証 新 市 場 区 分 「 ス タ ン ダ ー ド 市 場 」 を 選 択

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 拡 大 の 影 響 は 軽 微

新 ス ト ッ ク サ ー ビ ス ｜ N E O R E K A ク ラ ウ ド P C

新 ス ト ッ ク サ ー ビ ス ｜ S h a c h i h a t a C l o u d



2022年3月期トピック

01/ ストック売上が順調に増加

○ 売 上 ・ 保 有 件 数 が 順 調 に 増 加
○ 小 売 電 力 サ ー ビ ス 第 3 四 半 期 売 上 1 4 1 億 円

前 年 同 四 半 期 対 比 1 2 8 . 8 ％
○ S N S 促 進 ・ 集 客 支 援 サ ー ビ ス の 獲 得 数

が 増 加 し 売 上 増 加 に 寄 与
○ 回 線 サ ー ビ ス 、 節 水 サ ー ビ ス も 引 き 続 き

堅 調 に 推 移

03/ 子会社株式を譲渡

○ ス ト ッ ク 収 益 拡 大 を 方 針 と し て 選 択 と 集
中 を 進 め る

○ 連 結 子 会 社 で あ っ た 2 社 の 株 式 を 譲 渡 済
株 式 会 社 シ ー ・ ワ イ ・ サ ポ ー ト
株 式 会 社 エ フ テ ィ ビ ジ ネ ス Ｓ ＆ Ｓ

02/ 電力調達

○ 全 供 給 量 に 対 す る 固 定 価 格 取 引 約 1 5 ％ を
確 保

○ 取 引 価 格 の 変 動 リ ス ク ヘ ッ ジ の た め 引 き
続 き 固 定 価 格 取 引 の 拡 充 に 取 り 組 む

○ 固 定 価 格 取 引 の 拡 充 に 取 り 組 む も 取 引 条
件 を 慎 重 に 精 査 し た 上 で 決 定 す る 方 針
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05/ 新型コロナウイルス感染拡大
の影響は軽微
○ オ ミ ク ロ ン 株 の 影 響 は あ る も 軽 微
○ オ ン ラ イ ン で の 営 業 活 動 ・ 研 修 や テ レ

ワ ー ク の ノ ウ ハ ウ を 蓄 積
○ 引 き 続 き 感 染 防 止 に も 配 慮 し た 営 業 活 動

を 実 行

04/ 東証新市場区分
「スタンダード市場」を選択

○ ス タ ン ダ ー ド 市 場 の 上 場 維 持 基 準 の 適 合
に 向 け た 計 画 書 を 開 示

○ 流 通 株 式 比 率 の 増 加 に 取 り 組 み つ つ 企 業
価 値 の 向 上 に 努 め る



14

新ストックサービス｜仮想デスクトップクラウドPCの販売開始

NEOREKAクラウドPCは専門知識不要の簡単手軽な仮想デスクトップサービス
（DaaS)です。手軽にBCP対策、テレワークを実現出来ます！

地震
洪⽔

新型ウィルス

震災や停電、新型ウィルスの影響で事業継続が困難になる
そのような状況でも中小企業の事業継続を力強く支援する
ソリューションがNEOREKAクラウドPCです

販売開始の背景

仮想デスクトップとは？

選ばれる理由

圧倒的コストパフォーマンス
新型コロナウィルス対策で求められる働き方改革、しかし導入にはコストが
NEOREKAクラウドPCは安全・安心の在宅勤務環境を最小限のコストで実現
初期費用0円・１ID¥3,278（税込）MSOffice標準搭載でトータルコスト低減に貢献

24時間365日の運用監視
世界トップレベルのセキュリティを誇るMicrosoft Azure上で管理・運用
強固なセキュリティシステムで守られ、常に安定したサービスを提供

面倒なシステム管理・運用が不要
利用端末のスペックに依存しにくく高速通信が可能
無限の仮想デスクトップ領域を作成し稼働させることが可能

パソコンがクラウドの中に用意されていることを
「仮想デスクトップ環境」といいます。インターネットさえあ
ればどこからでも端末選ばずアクセス出来ます。

費用面１

セキュリティ面２

運用面３
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NEOREKAクラウドPCの利用シーン、削減イメージ
物理的なパソコンと異なり、壊れません。
災害時には企業の資産を守るだけでなくパソコンであるが故に業務が可能となります。

ｚｚｚ

会社の
事務所パソコン

ノ ート パソコン タブレッ ト

インターネット

様々なデバイス

90,000円

パソコン価格

パソコン購入した場合 設定などにかかる時間

５時間

30分

検品や各種設定
にかかる時間

１

導入コスト削減 管理にかかる時間 利用シーン

BCP対策

在宅勤務

出張先

社員へのPC配布

災害時も利用可能

クラウド上

在宅勤務をセキュアに実現

新幹線、ホテルなどから

柔軟に対応可能

30

※ウィルス対策ソフトやOfficeなどの費用もNEOREKAなら不要に

１

10



新ストックサービス｜ShachihataCloud
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ネーム印のシヤチハタが提供する“電子印鑑『ShachihataCloud』”を販売開始
普段使いにマッチした社内・外のあらゆる押印を電子化するクラウドサービスです



ShachihataCloudの特徴
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１ 2

3 4

マルチデバイス対応 電子帳簿保存法に対応

様々な印面に対応 証跡ログが残せる

ShachihataCloudで授受した文書は原則として電子取引に分類PCやスマートフォン、タブレットなど端末を選ばずに
外出先でも電子印を押印可能

誰が・いつ・何の書類に捺印したのか証跡が残せる氏名印、日付印の他にも、角印や代表印、サインなど
オーダーメイドで印面の作成が可能

自社

取引先



03/ 2022年３月期 第３四半期業績

全 体 業 績 （ 第 ３ 四 半 期 ）

全 体 業 績 ｜ セ グ メ ン ト 内 訳 （ 第 ３ 四 半 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ① ｜ ネ ッ ト ワ ー ク イ ン フ ラ 事 業 （ 第 ３ 四 半 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ② ｜ 法 人 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 （ 第 ３ 四 半 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ③ ｜ そ の 他 事 業 （ 第 ３ 四 半 期 ）

B S （ 第 ３ 四 半 期 ）

業 績 予 想 （ 通 期 ）



全体業績（第３四半期）
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34,271

30,612

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

売 上 収 益 ※

単位：百万円、件

3,992 4,040 3,652

916 927

56

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

営 業 利 益 ※

2,590
2,799

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

ス ト ッ ク 収 益

73,456 73,661

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

獲 得 件 数

- 契約獲得件数が順調に推移しストックサービスの保有顧客数が増加
- 電力取引価格の高騰が営業利益・ストック収益に影響
- 営業利益 :子会社事業譲渡益・譲渡対象会社期中損益含む(20/3期9億円､21/3期9億円)

32,685

3,708

1,870

75,367

※ セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 収 益 及 び 振 替 高 消 去 後 ※ 営 業 利 益 グ ラ フ 上 段 数 値 は 「 子 会 社 株 式 売 却 益 ・ 事 業 譲 渡 益 ・ 譲 渡 日 ま で の 譲 渡 対 象 会 社 損 益 」

4,908 4,967



全体業績｜セグメント内訳（第３四半期）
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売 上 収 益 ※ 営 業 利 益 ス ト ッ ク 収 益 獲 得 件 数

11,850
15,030

18,384

15,334

14,113

14,778

7,660
2,004

19

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

■ネットワークインフラ事業 ■法人ソリューション事業 ■その他事業

1,067 1,274

402

2,858
3,095

3,557

1,337
876

3

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

1,909 2,079

1,144

681
720

726

0
0

0

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

58,009 58,816
62,655

10,587 10,940

11,840
4,860 3,905

872

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

- ネットワークインフラ事業：前年同期比で売上増加も営業利益は減少
- 法人ソリューション事業 ：前年同期比で増収増益と好調に推移

単位：百万円、件

※ セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 収 益 及 び 振 替 高 を 含 む



セグメント別業績①｜ネットワークインフラ事業（第３四半期）
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11,850

15,030

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

売 上 収 益

1,067

1,274

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

営 業 利 益

1,903

2,071

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

ス ト ッ ク 収 益

58,009 58,816

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

獲 得 件 数

- 小売電力サービス売上141億円、前年同期比128.8％
- JEPXでの電力取引価格高騰の影響で減益
- 電力固定価格取引の拡大に取り組む
- 役職員への独立支援や既存代理店のサポート強化により代理店からの取次件数増加

18,384

402

1,139

62,645

単位：百万円、件



セグメント別業績②｜法人ソリューション事業（第３四半期）
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15,334
14,113

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

売 上 収 益

2,858
3,095

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

営 業 利 益

681 720

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

ス ト ッ ク 収 益

10,587
10,940

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

情 報 通 信 ・ 環境サ ービス
契 約 数

- 情報通信関連商品・環境関連商品の販売が引き続き堅調に推移
- 情報通信機器に関連したストックサービスのクロスセルを強化

14,778

3,557

726

11,840

単位：百万円、件



セグメント別業績③｜その他事業（第３四半期）
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7,660

2,004

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

売 上 収 益

1,337

876

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

営 業 利 益

0 0

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

ス ト ッ ク 収 益

4,860

3,905

20/3期 3Q 21/3期 3Q 22/3期 3Q

獲 得 件 数

- 前期に連結子会社であったアレクソン社・アローズコーポレーション社の株式を
譲渡したことで売上収益・営業利益は大幅に減少

19 3 0

872

単位：百万円、件



BS（第３四半期）

24

単位：百万円

- 約定弁済によって現預金残高及び有利子負債残高が減少
- 前期の電力取引価格高騰により増加した営業債権の回収は引き続き順調
- 新ストックサービス開発を目的とした資金調達を検討

ストック商材獲得のた
めの代理店手数料増加

・・・

2021年3月期

年度末

2022年3月期

第3四半期末
増減 前年対比増減

現金・現金同等物 12,775 8,926 △ 3,849 △30.1%

営業債権・その他債権 13,337 12,627 △ 710 △5.3%

有形固定資産 1,364 1,319 △ 45 △3.3%

使用権資産 1,384 1,038 △ 346 △25.0%

その他金融資産 3,044 3,026 △ 18 △0.6%

契約コスト 5,880 6,261 381 6.5%

40,507 35,599 △ 4,908 △12.1%

営業債務・その他債務 5,326 4,469 △ 857 △16.1%

有利子負債（流動） 10,629 8,574 △ 2,055 △19.3%

有利子負債（非流動） 5,587 3,709 △ 1,878 △33.6%

24,616 19,213 △ 5,403 △21.9%

資本金・資本剰余金 2,544 2,544 0 0.0%

利益剰余金 14,639 15,135 496 3.4%

自己株式 △ 1,294 △ 1,294 0 0.0%

15,890 16,386 496 3.1%

負債合計

資本合計

区分

主な資産

資産合計

主な負債・資本

借入金の返済、配当金
支払いによる減少

・・・

金融機関からの借入金
返済による減少

・・・



業績予想（通期）
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- 小売電力サービスを始めとしたストックサービス契約顧客数の更なる増加
- 電力取引価格の変動に対するリスクヘッジに取り組む
- 新ストックサービスの開発・販売を促進し安定した収益基盤の拡大を図る

単位：百万円

区分
2021年3月期

実績
2022年3月期

業績予想
前年対比 前年対比

売上収益 41,329 43,000 1,670 104.0%

営業利益 5,483 6,000 516 109.4%

売上高営業利益率 13.3% 14.0% - -

親会社所有者帰属当期利益 3,234 3,600 365 111.3%



04/ 株主還元

配 当 方 針 ・ 配 当 実 績



配当方針・配当実績
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- 配当の基本方針として、当期純利益に対する配当性向50%を目途に決定
- 2022年3月期配当：中間28円、期末予想35円、年間予想63円
- 増配をした2021年3月期配当額と同等の予想
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本資料に関するご注意
本資料に記載の内容は、過去及び現在の事実に関するものを除き、当社が現時点で入手可

能な情報及び仮説に基づいて判断されたものであり、当該仮説や判断に含まれる不確定要

素や、将来の経済環境の変化等により影響を受ける可能性があり、結果として当社および

当社グループの将来の業績と異なる可能性があります。

なお、本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本資料の日付（またはそこに

別途明記された日付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時更新

するという義務も方針も有しておりません。

また、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等にかかわる情報は、公

開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの

検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。本資料利用の結果生じ

たいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。


